
   郡山市ひとまちづくり活動支援事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の多彩な市民力や地域資源を生かした協働のまちづくりを推進するた

め、市民活動団体が実践する市民生活の向上や地域の振興に貢献すると認められる公益的活動

及び当該活動を展開していく中で必要となる専門的知識や手法等を習得するための人材育成活

動に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、郡山市補助金等の交付に関する規

則（昭和48年郡山市規則第18号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 市民活動団体 町内会、自治会その他の市内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づ

いて組織された団体及び特定非営利活動促進法 ( 平成10年法律第 7 号 ) 第 2 条第 2 項に規定

する特定非営利活動法人、ボランティア団体その他の団体で公益的活動を継続的に行うもの

をいう。 

(2) 公益的活動 市民活動団体が自主的かつ自発的に行う不特定多数の者の利益の増進に寄与

することを目的とする活動をいう。 

 （事業の構成） 

第３条 前条に規定する支援事業の種類は、次のとおりとする。 

 (1) 子どもや高齢者のための地域づくり活動支援事業 

 (2) まちづくり活動支援事業 

 （補助対象活動） 

第４条 補助の対象となる活動（以下「補助対象活動」という。）は、次の各号に掲げる事業の区

分に応じ、当該各号に定める活動とする。 

 (1) 前条第１号の事業 市民活動団体が子どもや高齢者を支援するために行う公益的活動 

 (2) 前条第２号の事業 市民活動団体が地域の課題を解決するために取り組む活動又は新たな

地域の価値の創造等地域社会に貢献することを目的として行う公益的活動 

２ 補助対象活動は、次に掲げる基準のいずれにも適合するものでなければならない。 

 (1) この要綱に基づく補助金以外の補助金等の交付を受けず、又は受ける予定のない活動であ

ること。 

 (2) 政治活動、宗教活動若しくは営利活動を伴い、又はそれらの活動を行うことを目的とする

活動でないこと。 

 （補助対象団体） 

第５条 補助の対象となる市民活動団体は、自主的かつ主体的に補助対象活動を行う市民活動団

体で、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

 (1) おおむね５人以上の構成員で組織されていること。 

 (2) 組織の運営に関する規約、会則、定款その他の定め（第７条において「規約等」という。）

があること。 

 (3) 市内に活動拠点を有し、又は市内において市民を対象とした活動を行っていること。  

(4) 同一の目的を持って、継続的な活動が見込めること。  



 （補助対象経費） 

第６条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象活動に要する経費

で、別表第１に掲げるものとし、当該経費のうち限度額があるものについては、別表第２に定

めるとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費については、補助の対象としない。 

 (1) 市民活動団体の事務所等を維持するための経費 

 (2) 市民活動団体の経常的な活動に要する経費 

 (3) 市民活動団体の構成員に対する人件費及び謝礼 

 （補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額とし、１団体につき20万円を限度とす

る。 

２ 市長が適当と認める補助対象活動については、補助金の交付を受けた初年度に引き続き、次

年度においても前項に規定する補助金の交付を受けることができる。 

３ 第１項の規定により算出した額に 1,000 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

る。 

 （補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする団体は、補助対象活動に着手する前に規則第４条に規定

する補助金等交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 活動計画書 

 (2) 収支予算書 

 (3) 規約等の写し 

 (4) その他市長が必要と認めて指示する書類 

 （交付の条件） 

第９条 規則第６条第１項第４号に規定するその他必要と認める条件は、次に掲げるとおりとす

る。 

 (1) 補助金を目的外に使用しないこと。 

 (2) 補助金に係る帳簿、領収書等を備え、当該補助対象活動が完了した日の属する会計年度の

翌年度から起算して５年間保存すること。 

 （軽微な変更の範囲） 

第10条 規則第６条第１項第１号に規定する軽微な変更は、次の各号のいずれにも該当する変更

とする。 

 (1) 補助対象経費の総額の10分の２に相当する金額以内の変更 

 (2) 活動計画の細部の変更であって、補助金額の増額を伴わない変更 

 （補助対象活動の内容変更等の手続） 

第11条 補助対象活動の内容又は補助対象活動に要する経費を変更しようとする場合は、規則第

９条に規定する補助事業等内容変更等申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

 (1) 活動計画変更書 

 (2) 収支予算変更書 

 (3) その他市長が必要と認めて指示する書類 



 （概算払） 

第12条 市長は、必要と認めるときは、補助金を概算払の方法により交付することができる。 

 （実績報告） 

第13条 補助金の交付の決定を受けた者は、事業が完了したときは、当該完了の日から２か月以

内又は事業が完了した日の属する年度の３月31日までのいずれか早い日までに、規則第14条の

規定により市長に実績を報告するものとする。この場合において、規則第14条に規定するその

他市長が必要と認めて指示する書類は、次のとおりとする。 

 (1) 活動報告書 

 (2) 収支決算書 

 (3) 補助金に係る帳簿、領収書等 

 (4) その他市長が必要と認めて指示する書類 

（額の確定） 

第14条 市長は、前条の規定による実績の報告を受けた場合は、これを審査し、事業の成果が補 

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金 

の額を確定し、速やかに規則第15条に規定する補助金等交付額確定通知書により当該補助事業 

者に通知するものとする。ただし、確定額が交付決定額と同額である場合は、当該通知を省略 

する。 

 （財産処分の制限） 

第15条 規則第20条ただし書に規定する市長が定める期間は、補助対象活動が完了した日の翌日

から起算して、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める

耐用年数が経過した日までとする。 

 （委任） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成20年５月１日から施行する。 

 この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 
 

別表第１（第６条関係） 

 補助対象経費                                  

   経 費 区 分              内   容           

１ 報償費 
講師、専門家等（以下「講師等」という。）への謝礼、調

査研究に係る報償費等 

２ 旅費 
講師等旅費及び研修旅費に係る交通費（公共交通機関の

使用に限る。）、宿泊費等 

３ 需用費 
消耗品費、材料費、チラシ、ポスター等の印刷費、書籍

等の購入費、講座等のテキスト購入費等 



４ 食糧費 会議時茶菓代、講師等の弁当代等 

５ 委託料 会場設営費、音響照明設営費等 

６ 役務費 通信運搬費、広告料、手数料、保険料等 

７ 使用料及び賃借料 会場使用料及び機械、器具等のレンタル料 

８ 備品購入費 機械、器具等（２万円以上に限る。）の購入費 

９ 負担金 講座等受講料 

10 その他の経費 その他市長が認める経費 

 

別表第２（第６条関係） 

 補助対象経費の区分別限度額                           

   経 費 区 分              限 度 額           

２ 旅費 
研修旅費は、原則１回、１人当たり20,000円、補助対象

経費総額の２分の１の額 

４ 食糧費 
団体構成員の会議時茶菓代は、会議１回につき１人当た

り 200 円 

８ 備品購入費 
活動の実施に必要な備品購入費は、補助対象経費総額の

２分の１の額 

 


